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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第35期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第36期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第35期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

売上高 (千円) 1,945,282 1,500,443 7,304,442

経常利益 (千円) 82,820 27,717 383,802

四半期(当期)純利益 (千円) 45,515 14,545 260,858

純資産額 (千円) 2,449,707 2,528,825 2,610,115

総資産額 (千円) 4,213,463 3,922,516 4,416,362

１株当たり純資産額 (円) 1,177.82 1,255.89 1,282.19

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 21.88 7.18 126.12

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 58.1 64.5 59.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △127,444 △302,374 506,710

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △49,884 △77,926 △417,345

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △40,198 △98,136 △116,855

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,158,157 869,556 1,348,195

従業員数 (名) 155 167 148

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

　

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。

  また、主要な関係会社においても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年６月30日現在

区分 従業員数（名）

営業 131（17）

製造 20（５）

その他 16（０）

合計 167（22）

(注) １  当社グループは単一事業を営んでおり、事業のセグメント別記載が困難であるため「営業」、「製造」と「そ

の他」に区分して従業員数を記載しております。

２  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当第１四半期連結会計期間の平均人員を（  ）外数で記載して

おります。

３  従業員数は当第１四半期連結会計期間において19名増加しております。これは主に事業規模拡大に伴う採用

によるものであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数（名） 149（17）

(注) １  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当第１四半期会計期間の平均人員を（  ）外数で記載しており

ます。

２  従業員数は当第１四半期会計期間において18名増加しております。これは主に事業規模拡大に伴う採用によ

るものであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは、専ら、ノベルティ・プレミアムグッズに代表されるセールスプロモーショングッズを企画・販売す

る単一事業分野において営業活動を行い、単一事業部門で組織されているため、事業の種類別セグメント情報は記載し

ておりません。

　

(1) 生産実績

当社グループの販売するセールスプロモーショングッズは広範囲かつ多種多様であり、同様の製品であっても仕

様が一様ではなく、またポケットティッシュ以外の受注商品の製作につきましては全て外注先に委託しております。

なお、当社グループで販売するポケットティッシュについて、その多くを当社の連結子会社である㈱岐阜クリエート

において生産しておりますが、当社グループで生産しているポケットティッシュの生産実績を示すと、次のとおりで

あります。

　

品目
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

前年同四半期比
(％)

ポケットティッシュ（千個） 39,747 82.1

合計（千個） 39,747 82.1

(注) 千個未満は切り捨てております。

　

(2) 仕入実績

当社グループは価格競争力を強化するため、一部の商品について中国より直接購買を行っております。当第１四半

期連結会計期間における、当社グループにおける国内での仕入実績及び中国からの仕入実績を示すと、次のとおりで

あります。

　

地域
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

前年同四半期比 
(％)

国内仕入(千円) 882,750 74.6

海外(中国)仕入(千円) 76,356 84.4

合計(千円) 959,107 75.3

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における、当社分類による顧客所属産業分野別に販売状況を示すと、次のとおりであり

ます。

分野
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

前年同四半期比 
(％)

衣食住・流通産業分野(千円) 862,110 93.8

情報・通信産業分野(千円) 401,426 57.8

金融・保険産業分野(千円) 70,749 50.9

その他(千円) 166,157 86.1

合計(千円) 1,500,443 77.1

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第１四半期における我が国経済は、昨年来の世界同時不況の発生から企業収益が悪化する状況が続く中、在庫調整

が急ピッチで進んだ反動で生産活動に回復の動きも出てきており、政府は景気底入れ宣言を行なうなど、一部で景気底

入れの兆候が見られました。ただ、景気の下振れリスクが払拭されるまでには至らず、エコカー減税やエコポイント制

度、総額２兆円の定額給付金の支給などによる消費刺激策が実施されましたが、引き続き個人消費は低迷しており、企業

業績や雇用環境も依然として厳しい状況が続いております。

  この様な経済環境のもと、当社の属するセールスプロモーション市場におきましては、企業業績の悪化を反映して、企

業の広告宣伝費の予算執行に対する慎重姿勢は継続しております。一方、現在の企業を取り巻く厳しい環境の中では、マ

ス媒体から短期的に企業業績向上の効果があるセールスプロモーションへの期待は大きく、マス広告市場と比較して

セールスプロモーション市場の落ち込みは殆んど見られませんが、大手広告代理店が当市場へ本格参入する動きが本格

化してきたことや、中小専門会社間で価格競争が更に激化するなど、大変厳しい市場環境となっております。

  この様な環境の中、当社グループでは新卒採用した17名の大半を主力である東京市場に重点配置し、新規顧客の開拓

に注力することで顧客層の拡大に努めるとともに、既存顧客に対しては店頭施策関連の提案を強化し、顧客内の販促予

算に対するシェア拡大を目指しました。

  これらの結果、当第１四半期における連結業績は、前年苦戦した飲料業界で前年同期を大きく上回る実績が残せまし

たが、当社グループの主要顧客である通信業界での落ち込みが大きく、売上高は1,500百万円（前年同期比22.9%減）と

なりました。販売費及び一般管理費については、新卒17名を新規採用する先行投資を行なったことから人件費は増加し

ましたが、予算執行の厳格化により人件費の増加額以上のコスト削減を実施しました。ただ、このコスト削減も売上高減

少に伴う売上総利益額の減少を補う規模には届かず、営業利益は19百万円（同73.8％減）、経常利益は27百万円（同

66.5％減）、四半期純利益は14百万円（同68.0%減）となりました。

  なお、当社グループではセールスプロモーションの企画及び販売を行なう単一事業分野において営業活動を行なって

おりますので、事業の種類別セグメント情報の記載は行なっておりません。

　

(2) 財政状態の分析

（流動資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は3,236百万円（前連結会計年度末3,733百万円）となり、497

百万円減少いたしました。主な要因は、現金及び預金が415百万円減少したことと、受取手形及び売掛金が132百万円減少

したためであります。

（固定資産）

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は686百万円（同682百万円）となり、３百万円増加いたしまし

た。主な要因は、保険積立金が10百万円増加したためであります。

（流動負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は1,156百万円（同1,572百万円）となり、415百万円減少いた

しました。主な要因は、支払手形及び買掛金が252百万円、未払法人税等が113百万円減少したことと、賞与引当金が41百

万円減少したためであります。
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（固定負債）

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は237百万円（同234百万円）となり、３百万円増加いたしまし

た。主な要因は、役員退職慰労引当金が２百万円増加したことと、退職給付引当金が１百万円増加したためであります。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は2,528百万円（同2,610百万円）となり、81百万円減少いたしま

した。主な要因は、利益処分による配当金の支払が71百万円あったことなどにより、利益剰余金が56百万円減少したこと

と、自己株式が26百万円増加したためであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金の減少302

百万円、投資活動による資金の減少77百万円、財務活動による資金の減少98百万円等により、前連結会計年度末と比較し

て478百万円減少し、869百万円となりました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間において営業活動による資金の減少は302百万円となりました。主な要因は、仕入債務

の減少額が252百万円あったことと、法人税等の支払いによる支出が111百万円あったためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間において投資活動による資金の減少は77百万円となりました。主な要因は、３ヶ月超の

定期預金に資金を振替えたことなどにより、定期預金の預入による支出が定期預金の払戻による収入を62百万円上

回ったことと、保険積立金の積立による支出が10百万円あったためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間において財務活動による資金の減少は98百万円となりました。主な要因は、配当金の支

払による支出が71百万円あったことと、自己株式の取得による支出が26百万円あったためであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 7,200,000

計 7,200,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,080,000 2,080,000
ジャスダック
証券取引所

単元株式数100株

計 2,080,000 2,080,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年６月30日 ― 2,080,000 ― 291,000 ― 201,000

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、タワー投資顧問株式会社から、平成21年６月30日付で提出された大量保有報告書

（変更報告書）により、平成21年６月30日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿

の記載内容が確認できないため、当社として当第１四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができません。

　　　なお、大量保有報告書(変更報告書)の内容は次のとおりであります。

　

氏名又は名称 住所
所有
株式数
(株)

発行済
株式総数
に対する
所有株式
数の割合
(％)

タワー投資顧問株式会社 東京都港区芝大門１－12－16 231,10011.11
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(6) 【議決権の状況】

　

① 【発行済株式】

平成21年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 66,400

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,013,400 20,134 ―

単元未満株式 普通株式 200 ― ―

発行済株式総数 2,080,000 ― ―

総株主の議決権 ― 20,134 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式28株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ＣＤＧ

大阪市中央区南本町
２－６－12

66,400― 66,400 3.19

計 ― 66,400― 66,400 3.19

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月

最高(円) 1,1501,1901,280

最低(円) 975 1,0201,090

(注)　株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第

64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は改正後の四半期連結財務

諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成

20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については、監査法人トーマツにより四半期レビューを受け、また、第１

四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日

から平成21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを

受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日を

もって有限責任監査法人トーマツとなっております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,924,315 2,340,296

受取手形及び売掛金 1,096,031 1,228,727

制作支出金 82,166 64,708

製品 11,894 9,785

原材料 13,358 14,667

繰延税金資産 29,787 43,223

その他 79,613 33,670

貸倒引当金 △1,023 △1,195

流動資産合計 3,236,144 3,733,884

固定資産

有形固定資産 ※
 216,916

※
 222,197

無形固定資産 69,543 72,592

投資その他の資産

投資有価証券 99,522 96,934

従業員に対する長期貸付金 3,272 3,975

繰延税金資産 106,077 106,621

保険積立金 67,404 56,650

敷金及び保証金 110,717 110,545

その他 21,547 21,589

貸倒引当金 △8,630 △8,630

投資その他の資産合計 399,911 387,687

固定資産合計 686,371 682,477

資産合計 3,922,516 4,416,362
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 995,613 1,248,092

未払法人税等 1,755 114,939

賞与引当金 33,000 74,500

その他 125,964 134,473

流動負債合計 1,156,333 1,572,005

固定負債

退職給付引当金 85,893 84,158

役員退職慰労引当金 146,000 143,685

その他 5,463 6,397

固定負債合計 237,357 234,240

負債合計 1,393,690 1,806,246

純資産の部

株主資本

資本金 291,000 291,000

資本剰余金 201,000 201,000

利益剰余金 2,106,319 2,163,022

自己株式 △76,948 △50,913

株主資本合計 2,521,371 2,604,109

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 7,454 6,006

評価・換算差額等合計 7,454 6,006

純資産合計 2,528,825 2,610,115

負債純資産合計 3,922,516 4,416,362
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 1,945,282 1,500,443

売上原価 1,441,139 1,067,519

売上総利益 504,143 432,923

販売費及び一般管理費 ※
 429,134

※
 413,268

営業利益 75,008 19,654

営業外収益

受取利息 875 1,642

受取配当金 694 293

仕入割引 6,418 5,716

その他 1,458 1,196

営業外収益合計 9,446 8,849

営業外費用

支払利息 108 90

為替差損 1,429 －

自己株式取得費用 － 290

その他 97 404

営業外費用合計 1,634 786

経常利益 82,820 27,717

特別利益

保険解約返戻金 － 241

貸倒引当金戻入額 － 171

特別利益合計 － 413

税金等調整前四半期純利益 82,820 28,131

法人税、住民税及び事業税 18,698 596

法人税等調整額 18,607 12,989

法人税等合計 37,305 13,586

四半期純利益 45,515 14,545
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 82,820 28,131

減価償却費 5,405 5,940

無形固定資産償却費 7,093 7,549

退職給付引当金の増減額（△は減少） △478 1,735

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,390 2,315

貸倒引当金の増減額（△は減少） 139 △171

賞与引当金の増減額（△は減少） △33,100 △41,500

保険解約返戻金 － △241

受取利息及び受取配当金 △1,569 △1,936

支払利息 108 90

売上債権の増減額（△は増加） △332,079 132,696

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,887 △18,259

仕入債務の増減額（△は減少） 214,926 △252,479

その他の流動資産の増減額（△は増加） 6,236 △47,669

その他の流動負債の増減額（△は減少） 6,110 △11,126

その他 △46 200

小計 △47,928 △194,724

利息及び配当金の受取額 2,147 3,684

利息の支払額 △99 △90

法人税等の支払額 △81,564 △111,243

営業活動によるキャッシュ・フロー △127,444 △302,374

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,084 △658

無形固定資産の取得による支出 △6,575 △4,500

投資有価証券の取得による支出 △36,207 △150

定期預金の預入による支出 △502,101 △584,759

定期預金の払戻による収入 501,056 522,101

保険積立金の積立による支出 △1,507 △10,996

保険積立金の解約による収入 － 484

敷金の回収による収入 135 234

敷金の差入による支出 △353 △406

その他 752 724

投資活動によるキャッシュ・フロー △49,884 △77,926

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △9,000 －

自己株式の取得による支出 － △26,035

配当金の支払額 △31,198 △71,248

その他 － △853

財務活動によるキャッシュ・フロー △40,198 △98,136

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △200

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △217,527 △478,638

現金及び現金同等物の期首残高 1,375,684 1,348,195

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,158,157

※
 869,556
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

会計処理基準に関する事項の

変更

受注制作のソフトウェアに係る売上高及び売上原価の計上基準の変更

  受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準については、従来、工事完成基

準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15

号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適

用し、当第１四半期連結会計期間に着手した受注制作のソフトウェアに係る契約

から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認め

られるソフトウェア制作については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原

価比例法）を、その他のソフトウェア制作については工事完成基準を適用してお

ります。

　なお、この変更に伴う損益に与える影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額　　　250,591千円※　有形固定資産の減価償却累計額　　　244,650千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

　額は次のとおりであります。　　　　

　　　役員報酬　　　　　　　　　　    28,530千円

　　　給与手当　　　　　　　　　　   147,881

　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　  26,290

　　　退職給付費用　　　　　　　　　   6,784

　　　役員退職慰労引当金繰入額　　　   2,390

　　　減価償却費　　　　　　　　　　　 3,107

 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

　額は次のとおりであります。　　　　

　　　役員報酬　　　　　　　　　　    26,440千円

　　　給与手当　　　　　　　　　　   155,596

　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　  27,320

　　　退職給付費用　　　　　　　　　   6,355

　　　役員退職慰労引当金繰入額　　　   2,315

　　　減価償却費　　　　　　　　　　　 2,873
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

                       (平成20年６月30日現在)

現金及び預金 1,710,259千円

預入期間が３か月超の定期預金 △552,101千円

現金及び現金同等物 1,158,157千円
　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

                       (平成21年６月30日現在)

現金及び預金 1,924,315千円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,054,759千円

現金及び現金同等物 869,556千円

　

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成21年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年

６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,080,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 66,428

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 71,248 35.0平成21年３月31日 平成21年６月29日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当第１四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当第１四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引をまったく利用していないため、該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　当社グループはセールスプロモーショングッズの企画・販売を行う単一の事業分野において営業活動を行っておりま

すので、事業の種類別セグメントは作成しておりません。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　当社グループはセールスプロモーショングッズの企画・販売を行う単一の事業分野において営業活動を行っておりま

すので、事業の種類別セグメントは作成しておりません。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び支店がないため、該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　　海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　　海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 1,255円89銭
　

　 　

　 1,282円19銭
　

　

２　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額等

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 21円88銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 7円18銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 45,515 14,545

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 45,515 14,545

普通株式の期中平均株式数(千株) 2,079 2,026

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月６日

株 式 会 社 Ｃ Ｄ Ｇ

取 締 役 会　 御 中

　

監 査 法 人 ト ー マ ツ

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　杉   本   茂   次　　  印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　矢   野   浩   一　  　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山   本        大　　  印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ＣＤＧの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間(平成

20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＣＤＧ及び連結子会社の平成20年６

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書

提出会社が別途保管しております。

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月６日

株 式 会 社 Ｃ Ｄ Ｇ

取 締 役 会　 御 中

　

有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ

　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　矢   野   浩   一　  　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山   本        大　　  印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ＣＤＧの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成

21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＣＤＧ及び連結子会社の平成21年６

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書

提出会社が別途保管しております。

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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